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【目的】

WHOたばこ規制枠組条約「第２０条　研究、監視、及び情報の交換」には、「締約国は、たばこの規制の分野において、国の研究を発展させ及び促進すること並びに地域的及び国際的に研究プログラムを調整することを約束する」ことが規定されている。我が国では、厚生労働省科学研究費補助事業等により、たばこに関する研究が実施され、研究領域も公衆衛生分野から学際的に発展してきたが、各学会や学術誌での研究発表を除き、全体が一同に会する機会も研究成果を包括的にとりまとめる場もなかった。科学的証拠に基づいた健全なたばこ政策の形成には、質の高い研究成果を迅速に還元できる仕組みが必要であり、また研究集団として地域社会や国際社会からの多様なニーズに対処し発展を維持していくためには、新たな研究課題の発掘も必要である。

【方法】

厚生労働省科学研究費補助事業の、主任研究者、分担研究者、その他（研究協力者）を対象に、たばこ対策に資する研究に関与する研究組織（当面、研究班）を一同に集め、情報共有と相互理解により研究連携を進めながら、政策形成過程への貢献度を高めるとともに、組織を超えた研究者間の協調と人材育成を推進する。

【結果】

第１回会合を８月６日に開催した。把握できたたばこ関連研究班は１１課題あり、研究代表者及び代理人による研究課題の概要が発表され、質疑応答を行った。WHOが条約を補完する推進枠組みとして提唱している有効な政策パッケージMPOWER（M: Monitor監視評価、P: Protection受動喫煙からの保護、O: Offer禁煙支援の提供、W: Warn危険性の警告、E: Enforce広告禁止の施行、R: Raiseたばこ税の増加）に当てはめて、各研究が政策課題に応えうるかをマッピングしたところ、例えばMに関する課題は豊富であるがEについては皆無であることなど、リサーチギャップがポリシーギャップに関係しうること、あるいはその逆、すなわち政策への関心がないために研究課題が設定されていない可能性も示唆された。

【考察】

限られた研究資源（人材、資金）を有効かつ戦略的に配分し、政策に迅速に反映させる仕組みの確立が急務であり、そのための戦略的発想をもつ研究班と行政との連携が重要である。また、豊富な監視データによる政策評価も並行して行うことが必要である。

